
 

 

 

 

 

令和４年度三重県議会インターンシップについて（案） 

 

１ 目的 

公共政策に関連する研究を行っている大学院の学生を、インターンシップ実習生として受け入れ、

実習生の知見を活用した客観的な視点から、議会の在り方等に対する提案・意見を受けることにより、

三重県議会における監視機能の強化、政策立案及び政策提言の充実等に資するとともに、学生のキ

ャリア形成の支援及び地方公共団体における議会の役割に関する理解の増進を通じて、地方自治

の課題に的確に対応し、地方分権の推進に資する実践的能力を有する人材を育成することを目的と

する。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      

２ 実習期間 

令和４年９月中の２週間程度 

３ 受入対象者 

公共政策に関連する研究を行っている大学院の学生２名以内 

４ 実習内容 

  ・当県議会の取組及び各課の業務内容の説明、会議の傍聴 

  ・特別委員会での議員提出条例検討に係る業務等 

・議員との対話・交流を通しての意見発表 

・その他、事務局業務 

５ 実習場所 

三重県議会事務局（三重県津市広明町１３番地） 

６ 募集等 

三重県議会は、実習生を公募し、応募書類に基づき実習生を決定する。 

実習生が在籍する大学院と三重県議会は、実習生の受入れに関する覚書を締結する。 

実習生は、事前に、遵守事項に係る誓約書を三重県議会に提出する。 

７ 参加経費等 

実習に必要な経費（交通費、滞在費、食費、保険料等）は、実習生又は大学院が負担する。 

なお、受入れに際しては、災害傷害保険及び賠償責任保険に加入していることを条件とする。 

８ 服務 

実習生は、地方公務員の身分は保有しない。 

実習生は、原則として職員の服務に準ずるものとし、指導員の指導、監督等に従わなければならな

い。 

実習生は、実習期間中に知り得た秘密について、実習期間中及び実習期間終了後においても部外

者（大学院を含む。）に漏らしてはならない。 

実習生は、公務の信用を傷つけ、又は公務全体の不名誉となるような行為を行ってはならない。 

三重県議会は、実習生が服務等に従わない場合又は実習を継続しがたい事由が生じた場合、当

該実習生についての実習を打ち切ることができる。 

 

９ その他 

新型コロナウイルス感染症の今後の拡大状況により、インターンシップ実習を中止する場合がある。

（別添「判断基準」参照） 

資料２ 



 

 

 

参考：受入実績 

 

・平成２１年９月   （１０日間）   京都大学公共政策大学院から２名 

・平成２２年８～９月（１０日間） 京都大学公共政策大学院から２名 

・平成２３年９月   （９日間） 東京大学公共政策大学院から１名 

       〃   （１０日間） 京都大学公共政策大学院から１名 

・平成２４年９月   （９日間） 東京大学公共政策大学院から１名 

〃   （９日間） 京都大学公共政策大学院から１名 

・平成２５年９月   （８日間） 京都大学公共政策大学院から１名 

       〃   （８日間） 北海道大学公共政策大学院から１名 

・平成２６年９月   （９日間） 北海道大学公共政策大学院から１名 

・平成２７年９月   （１０日間） 京都大学公共政策大学院から１名 

       〃   （１０日間） 北海道大学公共政策大学院から１名 

・平成２８年９月   （１０日間） 北海道大学公共政策大学院から１名 

・平成２９年９月   （６日間） 同志社大学公共政策大学院から１名 

〃   （１０日間） 北海道大学公共政策大学院から１名 

・平成３０年９月   （８日間） 京都大学公共政策大学院から１名 

・令和元年９月   （９日間） 三重大学大学院から１名 

・令和２年度      －  （新型コロナウイルス感染症により中止） 

・令和３年度      －  （新型コロナウイルス感染症により中止） 

                            ※選定：東京大学公共政策大学院から１名 

                                   北海道大学公共政策大学院から１名 

 



（別添） 

 

 

 

令和４年度三重県議会インターンシップ実施の可否にかかる判断基準 

（新型コロナウイルス感染症関連） 

 

 

（実施の可否を判断するための基準） 

実習期間（９月中の約２週間）を含む期間における、新型インフルエンザ等特別措置法に

基づく緊急事態宣言の発令、まん延防止等重点措置の公示または都道府県独自の宣言等

の発出により、都道府県間の移動の自粛が要請されている場合は、実習を中止とする。 

 

※三重県と実習生の居住地どちらかで移動の自粛が要請されている場合、中止とする 

※実施の可否は実習生の居住地ごとに判断する 

 例）一方の地域は宣言等の発令がなく、もう一方の地域で宣言等による移動の自粛が

要請されている場合 

⇒発令がない地域の実習生は通常実施、移動自粛が要請されている地域の実習

生は中止 

 

（実施の可否を判断する期日） 

実習開始日の２週間前に実施の可否を決定する。 

 


